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労働環境改善
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2021年4月26日15時現在で、福島第一原子力
発電所で働く社員及び協力企業作業員等にお
いて新型コロナウイルス感染者が15名(社員1
名、協力企業作業員13名、取引先企業従業員
1名)発生

6

作業員の確保
状況と地元雇
用率の実態把
握

（実　績）
　・作業員の確保状況と地元雇用率についての調査・集計

（予　定）
　・作業員の確保状況と地元雇用率についての調査・集計

4

5
感染症対策の
実施

（実　績）
　・新型コロナウイルス感染症対策の実施

（予　定）
　・新型コロナウイルス感染症対策の実施

2

重傷災害撲
滅、全災害発
生状況の把握

（実　績）
 　・協力企業との情報共有、安全施策の検討・評価
 　・安全衛生推進協議会の開催：災害事例等の再発防止対策の周知等
 　・作業毎の安全施策の実施（ＴＢＭ－ＫＹ等）
 　・熱中症予防対策の実施（４～10月）
 　・2020年度災害発生状況、2021年度安全活動計画（4/27公表）

 （予　定）
 　・協力企業との情報共有、安全施策の検討・評価
 　・安全衛生推進協議会の開催：災害事例等の再発防止対策の周知等
 　・作業毎の安全施策の実施（ＴＢＭ－ＫＹ等）
 　・熱中症予防対策の実施（４～10月）

（実　績）
　・検査対象者・医療機関等からの問い合せ対応及び検査費用の精算手続き

（予　定）
　・検査対象者・医療機関等からの問い合せ対応及び検査費用の精算手続き
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労働環境改善スケジュール
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作業内容 10月以降4月 5月 備　考これまで１ヶ月の動きと今後６ヶ月の予定 3月 6月 ７月 ８月 ９月

健
康
管
理

（実　績）
　・労働環境・就労実態に関する意見交換及び実態把握
　・意見交換及び実態把握に基づく解決策の検討・実施・結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
　・相談窓口への連絡（処遇・労働条件等）への対応

（予　定）
　・労働環境・就労実態に関する意見交換及び実態把握
　・意見交換及び実態把握に基づく解決策の検討・実施・結果のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
　・相談窓口への連絡（処遇・労働条件等）への対応
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防
護
装
備

1
防護装備の適
正化検討

（実　績）
　・管理対象区域の運用区分及び放射線防護装備の適正化検討※
　・管理対象区域の運用区分に応じた放射線防護装備の適正化運用開始
　　（2016年3月8日）
　・１～4号機周辺防護区域外Ｇゾーンにおける保護具見直しの運用検討

（予　定）
　・管理対象区域の運用区分及び放射線防護装備の適正化検討※
　　（運用範囲の拡大等）
　・１～4号機周辺防護区域外Ｇゾーンにおける保護具見直しの運用検討

※管理対象区域を３つのゾーンに区分し、休憩所や装備交換所で、
　各区分に応じた防護装備を着用することで、作業時の負荷軽減
　による作業性の向上を図る。
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継続的な医療
職の確保と患
者搬送の迅速
化

（実　績）
　・１Ｆ救急医療室の2021年6月までの医師確保完了
　　（固定医師１名＋ﾛｰﾃｰｼｮﾝ支援医師）
　・１Ｆ救急医療室の4～6月の勤務医師調整

（予　定）
　・１Ｆ救急医療室の7～9月の勤務医師調整
　・１Ｆ救急医療室の10～12月の勤務医師調整

長期健康管理
の実施

7

労働環境・就
労実態に関す
る企業との取
り組み

3

人
身
安
全

１Ｆ救急医療室の10～12月の勤務医師調整

労働環境・就労実態に関する意見交換及び実態把握、解決策の検討・実施・結果のフィードバック

情報共有、安全施策の検討・評価

管理対象区域の運用区分及び放射線防護装備の適正化検討

健康相談受付

【検査受診期間】検査対象者・医療機関等からの問い合せ対応及び検査費用精算手続き

作業員の確保状況

調査依頼▽作業員の確保状況集約▼▼作業員の確保状況調査依頼

管理対象区域の運用区分に応じた放射線防護装備の適正化

１Ｆ救急医療室6月までの医師確保完了

作業員の確保状況（2月実績/4月予定）と

地元雇用率（2月実績）についての調査・集計

作業員の確保状況（3月実績/5月予定）と

地元雇用率（3月実績）についての調査・集計

作業員の確保状況（4月実績/6月予定）と

地元雇用率（4月実績）についての調査・集計

新型コロナウイルス感染症対策の実施

作業員の確保状況

集約▼

１Ｆ救急医療室の4～6月の勤務医師調整

１～4号機周辺防護区域外Ｇゾーンにおける保護具見直しの運用検討

熱中症予防対策の実施（4～10月）

１Ｆ救急医療室の7～9月の勤務医師調整

新規追加

（継続実施）

（継続実施）

（継続実施）

（10月末まで

継続実施）

（継続実施）

（継続実施）

（継続実施）

（継続実施）

▼2020年度災害発生状況、2021年度安全活動計画（4/27公表）

新規追加

作業員の確保状況

集約▽ ▽作業員の確保状況調査依頼

作業員の確保状況（5月実績/7月予定）と

地元雇用率（5月実績）についての調査・集計

最新工程反映
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東京電⼒ホールディングス株式会社

福島第⼀原⼦⼒発電所における
新型コロナウイルス対策について

2021年4⽉27⽇



 福島第⼀原⼦⼒発電所では、社員、作業員及び地域の皆さまの安全を守ることが、
最も重要であると考えており、社員や作業員が感染しない、拡⼤させない対策に真
摯に取り組んできた。今後も、新型コロナウイルスの感染拡⼤防⽌対策と廃炉作業
の継続の両⽴を図ることが極めて重要と考えている。

 社員及び協⼒企業作業員に対して、出社前検温の実施やマスク着⽤の徹底、休憩所
の時差利⽤等による3密回避、⾷堂での黙⾷、県外への往来や会合への参加の⾃粛な
ど、これまで感染拡⼤防⽌対策を実施してきた。

 また、万⼀、パンデミックとなった場合においても、廃炉作業に不可⽋な作業を安
定的に継続できるよう、当直体制などを整えている。

 現時点（4⽉24⽇）では、福島第⼀原⼦⼒発電所で働く社員及び協⼒企業作業員等に
おいて新型コロナウイルス感染者が15名（社員1名、協⼒企業作業員13名、取引先
企業従業員1名）発⽣しているが、これに伴う⼯程遅延等、廃炉作業への⼤きな影響
は⽣じていない。

 現状の当直体制（勤務シフト）は通常体制。廃炉作業を安定的に進める上で不可⽋
な作業を担う当直員が感染することを回避するため、当直員と当直員以外の動線を
分ける対策を講じている。

 視察者の受⼊れは2021年1⽉8⽇から3⽉21⽇まで中⽌、3⽉22⽇より視察⽇14⽇前
までの⾏動履歴の確認を実施し、新しい⽣活様式での視察を再開している。

 新型コロナウイルスの影響により、国内外でマスクや防護装備の需要が⾼まって
いるが、福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉作業で使⽤している放射線防護装備に
ついては、現時点で必要量を確保している。

【2021年4⽉24⽇時点】 （2021年3⽉25⽇公表資料からの変更点は⾚字記載）
１．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策の概要（1/2）

1



2

2021年4⽉5⽇のまん延防⽌等重点措置（以下「まん延防⽌」）適⽤を踏まえた⾒直し
 出張の原則禁⽌（継続）
・やむを得ず出張する必要がある場合は、福島県及び出張先の感染者状況を踏まえ、
厳正に判断

 単⾝赴任者などの移動［ＧＷの帰省含む］（「まん延防⽌」適⽤エリア︓⼀部強化）
・「まん延防⽌」適⽤エリアを跨ぐ移動の際、2階級上の上司が確認
・「まん延防⽌」適⽤エリアを跨いだ移動の場合、出社前に直属の上司により⾏動履
歴の確認を⾏い、問題がないことを確認のうえ出社を許可

・単⾝赴任者などの移動は、福島県及び⾃宅の感染者状況を踏まえ、不要不急か
どうかを各⾃がより慎重に判断（継続）

 会⾷について［家族を含む］（「まん延防⽌」適⽤エリア︓⼀部強化）
・「3密（密集、密接、密閉）」「⼤⼈数」「不特定多数」を回避（継続）
・「まん延防⽌」適⽤エリアの「会⾷」⾃粛
・「会⾷」はリスクを考慮の上、慎重に判断（継続）
・具体的な「⾏動履歴の記録」を徹底
・2週間の⾏動履歴で問題ないと確認できない⼈との会⾷を⾃粛（継続）
※「会⾷」は飲酒を伴う複数⼈の会合、マスクを外して⼤⼈数の⾷事会等を⾔う
⽇常的に居住を共にする家族等限られた特定少⼈数の⾷事は「会⾷」と⾔わない

・家族を含め、上記⾃粛を遵守出来ていない場合において、家庭内でのマスク等の
感染予防対策を講じていない場合は、事案発⽣⽇を起点に2週間の在宅勤務
もしくは⾃主的なPCR検査受検を必須とする（継続）

１．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策の概要（2/2）



２．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策事項（1/3））

3

＜東京電⼒HD(株)社員及び協⼒企業作業員共通＞
 ⾚外線サーモグラフィーによる体表温度検査の実施（継続実施）

• 発電所各所（新事務本館2カ所、⼊退域管理棟2カ所、協⼒企業棟
2カ所、正⾨）において、体表温度検査を⾏い、37.0℃以上の場合は⼊館

（⼊所）不可としている（現時点で⼊所不可となった者はいない）

 ⾷堂の対⾯喫⾷禁⽌（継続実施）
• 対⾯喫⾷による⾶沫感染を防ぐため、各⾷堂の椅⼦の間引きを実施

 ⾷堂での黙⾷の徹底（新規追加）
• 喫⾷時の会話による⾶沫感染を防ぐため、各⾷堂での黙⾷の徹底

 ⾏動制限への対応（継続実施）
• 県内外への移動にあたっては、「新しい⽣活様式」に基づく3密回避の⾏動を徹底

 発電所への新規⼊所者管理（継続実施）
福島県外からの新規⼊所者※にあたっては、来県前に以下を実施
※現所属が柏崎刈⽻原⼦⼒発電所、東通原⼦⼒建設所の社員を除く

• 2週間の⾏動歴を確認
• PCR検査を受検し、結果に問題が無いことを確認したうえで⼊所を許可
• PCR検査受検不可の場合、来県前２週間の健康観察期間（⾮出社・在宅）を設け、問題が
ないことを確認したうえで⼊所を許可



＜東京電⼒HD(株)社員＞
 出張の制限（継続実施）

• 福島県外への出張は原則禁⽌
• 原則TV会議等を活⽤し、県外移動を極⼒防ぐこと
• 出張をする場合は、必要性を明確にし、2週間前までの⾏動履歴を上司に提出
• これまでにクラスターが発⽣しているような施設など、3密※のある場所等には⾏かない

※3密の密接とは、「マスクなしで⼈との距離1m未満、15分以上接触」が⽬安
 単⾝赴任者などの移動［ＧＷの帰省含む］ （ 「まん延防⽌」適⽤エリア︓⼀部強化）

• 「まん延防⽌」適⽤エリアを跨ぐ移動の際、2階級上の上司が確認
• 「まん延防⽌」適⽤エリアを跨いだ移動の場合、出社前に直属の上司により⾏動履歴の確
認を⾏い、問題がないことを確認のうえ出社を許可

• 単⾝赴任者などの移動は、福島県及び⾃宅の感染者状況を踏まえ、不要不急かどうかを
各⾃がより慎重に判断（継続）

 会合及びイベントへの参加⾃粛（ 「まん延防⽌」適⽤エリア︓⼀部強化）
• 「３密（密集、密接、密閉）」「⼤⼈数」「不特定多数」の飲⾷・外出の回避（継続）
• 「まん延防⽌」適⽤エリアの「会⾷」⾃粛
• 「会⾷」はリスクを考慮の上、慎重に判断（継続）
• 具体的な「⾏動履歴の記録」を徹底
• ２週間の⾏動履歴で問題ないと確認できない⼈との会⾷を⾃粛（継続）
• 家族を含め、上記⾃粛を遵守出来ていない場合において、家庭内でのマスク等の感染予防
対策を講じていない場合は、事案発⽣⽇を起点に２週間の在宅勤務もしくは⾃主的なPCR
検査受検を必須とする（継続）

 マスク着⽤義務（継続実施）
• 全所員に対しマスク着⽤を義務化（単⾝赴任者の⾃宅帰省時を含む）

２．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策事項（2/3）

4



２．福島第⼀原⼦⼒発電所における新型コロナウイルス対策事項（3/3）

5

＜東京電⼒HD(株)社員＞
 出社前検温の実施、感染者・感染疑い者の情報確認（継続実施）

• 全所員に対し、出社前検温の実施ならびに報告を義務化
• 発熱傾向の者は出社を控えるとともに職場管理者に報告
• 感染疑いにより、医療機関にてPCR検査を実施する場合は、速やかに労務担当箇所への報
告を指⽰

 時差勤務、在宅勤務の推奨（継続実施）
• 計画的かつ組織的にフレックスタイム勤務を活⽤
• 社給PCやiPadによる在宅勤務を推奨

 独単⾝寮⾷堂へのシフト制及び区画制の導⼊（継続実施）
• 交替勤務者の感染予防のため、利⽤にあたってのシフト制及び区画制を導⼊

＜協⼒企業作業員＞
 協⼒企業に対する情報連絡の依頼（継続実施）

• 各協⼒企業において、呼吸困難・倦怠感・⾼熱等の強い症状が発⽣した場合には
当社への報告を指⽰

• 感染疑いにより、医療機関にてPCR検査を実施する場合は、速やかに当社への報告を指⽰
 メーカー及び協⼒企業における来訪時の取り扱い（継続実施）

• 福島県外からの発電所への来訪は、原則禁⽌
• 緊急やむを得ない来訪は、以下の措置を講じる

 来所時のマスク着⽤を継続要請
 マスク着⽤・少⼈数での来訪等、新しい⽣活様式を遵守
 来訪前２週間の⾏動履歴で３密に該当する事由がないことを可能な限り確認



３．福島第⼀原⼦⼒発電所における当直体制

6

 通勤バスの扱い
• 「交替勤務者優先バス」を「交替勤務者専⽤バス」に運⽤変更

 建屋内通路等での当直員以外の者との接触回避
• ⼊退域管理棟から免震棟までの移動ルート（⼜は時差）による分離
• 着替え所を当直員と当直員以外で分離
• 免震棟集中監視室の出⼊⼝を当直員と当直員以外で分離

 免震重要棟緊急対策室並びに5・6号機中操への⼊室時の対策
• 当直員以外の⼊室を原則禁⽌。やむを得ず⼊室する場合は、⼊室前の検温、消毒⽤アル
コールの使⽤、⼿洗い、マスク着⽤を義務化

• 追跡調査のため⼊出者名簿を記録（所属、⽒名、⼊室時間）
 運転員の執務環境関係

• 保全部⾨等からの作業受付場所を集中監視室外に変更
• 当直員同⼠の引き継ぎは、引き継ぐ内容を事前に整理し、短時間かつ⼀定の離隔距離を
取って実施

 空調の独⽴化等による他居住空間からの回り込み防⽌
• 免震棟緊急対策室並びに5・6号機中央制御室の空調は、他エリアと別であり独⽴

 現状の当直体制（勤務シフト）は通常体制

 廃炉作業を安定的に進める上で不可⽋な「燃料デブリの管理」「使⽤済燃料の継続
的な冷却」「汚染⽔の適切な処理」を担う当直員が感染することを回避するため、
当直員と当直員以外の動線を分ける対策を講じている



４．その他
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 感染者が出たときの対策（東電社員及び協⼒企業作業員共通）
• 感染者本⼈及び濃厚接触者の⾮出社対応
・感染者本⼈及び濃厚接触者は、速やかに⾃宅待機や在宅勤務とする
・濃厚接触者（疑い者も含む）のPCR検査受検については、医療機関及び保健所の
指⽰に従う

• 感染者が使⽤したエリアの消毒
・感染者が使⽤したエリアは、速やかに消毒
・濃厚接触者の使⽤エリアも、速やかに消毒

• 感染者本⼈は速やかに保健所へ連絡し、以降の対応は、保健所の指⽰に従う

 視察状況
• 視察者の受⼊れは2021年1⽉8⽇から3⽉21⽇まで中⽌、3⽉22⽇より視察⽇14⽇前
までの⾏動履歴の確認を実施し、新しい⽣活様式での視察を再開している

 各装備品の取り扱い
• 新型コロナウイルスの影響により、国内外でマスクや防護装備の需要が⾼まって
いるが、福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉作業で使⽤している放射線防護装備につい
ては、現時点で必要量を確保している

• 製造業全般における「サプライチェーン」の課題⻑期化が想定される中でも、
福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉作業に万全を期すべく、防護装備の安定的な確保に
向けて、調達先の拡⼤などの必要な対応に加えて、作業員の安全性確保を⼤前提
とした各装備品（防護装備）の柔軟な取り扱いなどをしている



2020年度の災害発⽣状況と
2021年度の安全活動計画について

2021年4⽉27⽇

東京電⼒ホールディングス株式会社



１. 2020年度の安全活動の主な取り組み １

分類 取り組みの状況

安全意識
の向上・共有

①災害撲滅キャンペーンの実施
 ・社員と協⼒企業参加での危険箇所の排除活動
 ・危険箇所の「排除」および「表⽰」を実施
②安全標語の応募、安全カレンダーの掲⽰と安全
 集会開催等による安全意識の向上
③社員の安全意識向上
 ・災害事例によるケーススタディ
 ・作業安全ハンドブックの読み合わせ

①夏期は「熱中症」「段差や暗がりでの転倒・つまずき」、冬期は「転倒・
 つまづき」「墜落・転落」として、危険箇所の排除を実施
 （夏季︓618件、冬季︓734件）
②社員および協⼒企業との全員参加型の安全活動により、当所独⾃の安全
 ⽂化の醸成活動を実施
 （安全カレンダー配信、安全標語応募・配信︓毎⽉、安全総決起集会等）
③社員の安全意識活動を向上させるため、災害事例によるケーススタディ
 （4回/１年）、作業安全ハンドブックの読み⾒合わせを実施

安全管理の
スキルアップ

①社員の安全に関する勉強会の開催
②社員の職⻑等教育の推進
③協⼒企業（作業班⻑）安全管理のスキルアップ

①安全ルール・安衛法教育や熱中症防⽌の教育を実施
②職⻑教育（新規・更新）を実施
③作業班⻑教育の「安全管理」科⽬の教育コンテンツ（VRによる危険体感、
 安全教育⽤、災害再現CGを活⽤したグループ討議など）検討、準備

物的対策
危険箇所の
撲滅・５Ｓ

①各安全パトロールでの指摘強化
①安推協／協⼒企業と幹部の合同／エリアキーパーパトロールでの不安全
 箇所の排除活動を実施

企業の安全管理の
強化・改善活動

①安全管理に関する教育を推進
②⼿順書の不備・TBM-KYの改善活動
③安全管理をモニタリング（MO）・助⾔

①安全推進員、⼯事監理員の安全教育や災害事例の⽔平展開、災害ケースス
タディの実施
②他社KYの良好事例紹介や質の向上策（６点）を⽣かしたTBM-KYの実施
②③安全部⾨、主管部による作業のモニタリング（MO）を実施し、⼿順書
（安全対策）の不備改善などの助⾔

安全管理の強化
（KY・リスクアセ

スメント）

①社員の現場出向前のKY活動の促進
②TBM-KYの活性化活動
③安全事前評価（リスクアセスメント）の横断的な
 チェック・評価

①現場出向前にKYシートを活⽤した危険予知活動を実施（社員）
②TBM-KYへ社員が積極的に参加し、発⾔することにより活性化を実施
③安全事前評価（リスクアセスメント）の横断的なチェック・評価
 （他所事例災害等も⾃所の安全活動へ展開、必要に応じPDCAを判断）

熱中症予防活動 ①熱中症予防対策の実施（4⽉〜10⽉）
①熱中症予防ルールに基づき熱中症予防を図った
 更に全⾯マスクの管理強化、新型保冷剤の採⽤

アクションプラン

⼈的対策

管理的対策



2２．2020年度災害発⽣状況（１/７）全災害（熱中症・不休含む）

（1）災害発⽣状況全災害（熱中症・不休含む）

・2019年度と⽐較して、災害件数は 15% 減（32⼈⇒27⼈）
・休業災害以上の度数率は、「0.25（前年0.46）」であり、全国の2019年総合⼯事業の

度数率（出典︓厚⽣労働省「平成31年/令和元年 労働災害動向調査」「1.69(前年1.09)
より低い状況。（度数率︓100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数）

・2020年度の⼈⾝災害は、前年と同様な猛暑であったが熱中症の発症が2019年度より
3⼈減(14⼈→11⼈)、その他の災害は2⼈減(18⼈→16⼈内、社員災害3⼈)となった。
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＜2020年度＞
27件
（内訳）熱中症(脱⽔症含む)︓11件

災 害︓16件
(傷害程度別) 軽傷Ⅱ:1件、軽傷Ⅰ:2件

不休:24件



3２．2020年度災害発⽣状況（２/７）

（2）災害種類別発⽣状況 全災害
＜2020年度＞

全件数︓27件

全件数︓32件
＜2019年度＞

［特徴］
・全災害のうち「熱中症」が⾼い割合を占

めている
2020年度 11件（41％）
2019年度 14件（44％）

・熱中症以外では「転倒・つまずき」が昨
年同様に⾼い割合を占めている

2020年度 6件（22％）
2019年度 6件（19％）

・休業災害は、3件発⽣しており「⾶来・
落下」「転倒・つまずき」「脱⽔症」で
各１⼈（計３⼈）の休業災害が発⽣
重傷災害は無し

※熱中症重症度分類
◆熱中症Ⅰ … めまい・失神、筋⾁痛・筋⾁の硬直
◆熱中症Ⅱ … 頭痛、吐き気、嘔吐、倦怠感、虚脱感
◆熱中症Ⅲ … Ⅱの症状に加え、意識障害、けいれん、

⼿⾜の運動障害
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ａ．災害種類別発⽣状況
（3）熱中症を除く災害

ｂ．３原因別発⽣状況

［特徴］
・「転倒・つまずき 6件」が 38％ を占めている
・休業災害は、「⾶来・落下 1件」「転倒・つまずき1件」

の計2件発⽣している
・⼈的要因による災害が 9件全体の5割を占めている。

⾜元の注意不⾜や、予定外作業の実施、また繰り返し作
業による気のゆるみにより発⽣したもの

［主な「転倒・つまずき」災害事例］
＜滞留⽔浮上油調査委託の作業員が鉛遮へいﾏｯﾄの運搬中に転倒＞
・3回⽬の運搬だったため、気の緩みがあった運搬時に⾜元を

良く確認しなかった ［⼈的］
＜8.5ｍ盤フェーシング⼯事における災害発⽣について＞
・トラック荷台シート上を歩⾏する際のシート下異物除去のルー

ル化を徹底していなかった ［管理的］
＜新事務本館での階段の踏み外しによる左⾜捻挫＞
・階段の昇り降りは、普段から繰り返し⾏っている⾏動のため、

無意識に⾜元を⾒ずに階段を降りた ［⼈的］
＜電源ケーブル布設作業における右⾜の負傷について＞
・作業途中で呼ばれたため急な動作で体勢を変えた ［⼈的］
＜1-4号機出⼊管理所出⼊監視業務における額の負傷について＞
・椅⼦から⽴ち上がる動作が落ち着いて出来なかった［⼈的］

２．2020年度災害発⽣状況（３/７）

⼈的︓4件
管理的︓1件
物的︓1件

⼈的︓１件
管理的︓２件

⼈的︓１件

⼈的︓１件

⼈的︓2件
管理的︓1件
調査中︓2件



２．2020年度災害発⽣状況（４/７）
ｃ． 作業項⽬別発⽣状況の⽐較

［特徴］
・2015年度以降KY時、準備・⽚付作業も本

作業と同様に危険要因を必ず抽出する活動を
実施し、年々、準備・⽚付け作業災害は減少
してきた

・昨年は準備作業の災害が6⼈と増加したが、
2020年度は再び減少に転じた

・引き続き、本作業と同様に準備作業において
も漏れなく危険抽出・対策を⾏い災害防⽌を
図っていく

5

2020年度

2019年度



ｄ．１Ｆ経験年数別発⽣状況⽐較

２．2020年度災害発⽣状況（５/７） 6

［特徴］
・昨年多かった１Ｆでの経験

年数の⾼いベテランの作業
員（2年以上）の災害が
減少した
2020年 9⼈（56％）
2019年 14⼈（78%）

・⼀⽅で、経験年数が1年未
満の作業員の災害が増加
した
2020年 6⼈（38％）
2019年 2⼈（11％）

・作業員の経験年数の構成に
ついて⼤きな特徴は⾒られ
ない

2019年度

2020年度



7２．2020年度災害発⽣状況（６/７）
ｅ．年齢別発⽣状況⽐較
2020年度

2019年度

［特徴］
・2020年度、2019年度共に

災害の発⽣した年齢と作業
員の年齢構成に⼤きな特徴
は⾒られなかった

2020年度作業員年齢構成

2019年度作業員年齢構成



ｂ．熱中症発症数_年度推移

ｃ．WBGT値と⽉別発症状況

２．2020年度災害発⽣状況（７/７）
（4）熱中症災害

8

WBGT（湿球⿊球温度）︓Wet Bulb Globe Temperature とは、⼈体と外気との熱のやりとり（熱収⽀）に着⽬した指標で、⼈体の熱収⽀に与える影響の
⼤きい ①湿度、 ②⽇射・輻射など周辺の熱環境、 ③気温の３つを取り⼊れた暑さ指数のこと

ｄ．１F経験年数別発症状況

ａ．熱中症発症時の状況
・昨年に引き続き猛暑だったが、熱中症の発症

は、2019年度に⽐べ3⼈減（14⼈⇒11⼈）
・急激な気温上昇期や熱中症の既往歴や持病の

ある作業員の発症が多い傾向
・経験の浅い作業員（1年未満）の熱中症発

症が、2020年度は増加



9３．2020年度安全活動計画の評価
（1）安全活動の評価（熱中症を除く）

ａ．2020年度 災害の振り返り
事実（災害の起点） 2020年度　災害の背後要因 2020年度 災害の振り返り

①危険感度不⾜、不安全箇所
の確認不⾜
【社員/協⼒企業】

・⾞両、⼈も通⾏可能な⼀般通路であったことから、⾜元に隙間があ
るとは考えていなかった
・継続作業だったため、KYがマンネリ化した
・トラック上にもかかわらず⾜元をよく⾒ないで歩⾏した
・無意識に⾜元を⾒ずに階段を降りた

②⼿順の確認不⾜、不遵守
【社員/協⼒企業】

・重量物であることを、認識せずに適切な⼿順で作業を⾏わなかった
（予定外作業）
・⼀次協⼒会社が予定外作業を⾏ったことにより、元請会社は、作
業⼿順、監視⼈の配置を確認できなかった

③危険箇所の除去、区画の未
実施
【社員/協⼒企業】

・グレーチングに、⾜が⼊るほどの隙間（約15cm）があった
・重量物運搬時にステップ昇降時の負担を考慮していなかった
・⼀般的なステップ⾼さ(約25cm)よりも⾼かった(約45cm)
・⾜場本体に取扱⽅法が掲⽰されていたが確認しなかった

・1F敷地内はハザード（段差、暗所等）が多い
・ハザード情報が管理されていない
・危険箇所を排除する活動が不⾜している

④安全装備の未装着、⼯具の
不適切使⽤
【協⼒企業】

・布バケツの中に約18kgの材料が⼊って、重量物となっていたが、事
前にわからなかった
・使⽤⽅法の説明が⼝頭教育のみであり、掲⽰物等でいつでも誰で
も確認出来る環境ではなかった

元請、作業班⻑⾃⾝の安全確認不⾜により、安全装備の未指
⽰となっている

⑤TBM-KYで危険箇所が抽出
されなかった
【協⼒企業】

・KYで危険抽出が不⾜し保護具装備を指⽰しなかった
　（例︓運搬業務のため現地KY未実施）
・現地での安全確認が不⼗分だった
　（例︓トラック荷台上、移動式屋内⾜場）
・同じ現場が継続しており、KYがマンネリ化していた
　（例︓約20kgの鉛遮へいマットの運搬業務）

・企業休憩所等でのKYだけでは、危険箇所の抽出ができない
　また、現地KYがほとんどされていない
・現地KYの実施しにくい環境（例︓Yエリアなど）がある
・同じ現場の継続、単純作業は、KYがマンネリ化してしまう
・企業休憩所に、OA、LAN設備がなく、KYに必要な写真等が活
⽤できない

⑥⼿順書、作業予定・防護指
⽰書の不備
【協⼒企業】

・⾞両の荷台上のシート養⽣まで⼿順を決めていなかった
・品質管理基準を満たさない材料を廃棄（布バケツ内の18kgの材
料）⼿順が不明確で、被災者が慌てて作業を⾏ってしまった

・簡易な作業（⾞両業務等）は、⼿順書を作成しておらず、安
全確認がおろそかになっている

⑦協⼒企業の⼯事担当、班⻑
から作業員への指⽰不徹底、安
全教育の不⾜
【協⼒企業】

・安全装備の使⽤を作業員まかせにした（装着状況未確認）
・養⽣⽅法を具体的に指⽰していなかった

・現場の安全確認の要となる作業班⻑等の安全教育が不⾜して
いる

⼈的
要因

・簡易作業、移動中、継続作業等では、危険感度が薄く、安全
確認の不⾜が起きやすい
・現場の危険度感度をあげる教育が不⾜している
・周囲のハザードに気が付かないため、⼿順（安全装備、監視員
配置）に反映していない

物的
要因

管理的
要因



ｂ．災害の背後要因の推移（2018〜2020年度）
・過去3年の背後要因（管理的／物的／⼈的）の推移は、すべて減少傾向となったことで、

2020年度の安全活動は、⼀定の評価はできる。
・しかしながら、「①危険感度不⾜、不安全箇所の確認不⾜」「③物的要因＞危険箇所の

除去、区画の未実施」は、未だに⾼い⽔準である。

10３．2020年度安全活動計画の評価

⾼い⽔準
⾼い⽔準
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ｃ．⽔準が⾼かった背後要因の分析
「①⼈的要因＞危険感度不⾜・確認不⾜」「③物的要因＞危険箇所の除去、区画
の未実施」が未だに⾼い⽔準であるのは、以下のことが考えられる。

（ａ）⼈的要因 〜危険感度不⾜・確認不⾜
［社員の場合］

・いずれも、被災者⾃⾝が無意識に動作し⾜元や⼿元確認をしていなかった
ことが伺える。

［作業員の場合］
・継続作業（⼿持ちの運搬作業）における慣れによるKY意識の希薄、

軽作業（布バケツの運搬、⾞両荷台上、移動式屋内⾜場の操作）との思い
から、⾜元や⼿元の安全確認不⾜、不適切な⼿順によるものであった。

［共通］
・現場の不安全箇所を認識できていない。（危険感度の不⾜）
・作業者⾃⾝で危険箇所を判断する能⼒が不⾜している。（安全教育不⾜）
・KYで、危険箇所が抽出されていない。

３．2020年度安全活動計画の評価
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（ｂ）物的要因 〜危険個所の除去、区画の未実施
＜１Ｆ特有＞

・道路・通路は、平坦部が少なく、敷鉄板等による段差が多い。
・配管・電路を越えるための通路として、階段（仮設・本設）が多い
・屋外・屋内で⼗分な照度が確保できていない。

・条件１＞現場不慣れ、⾼齢（運動能⼒の低下）
・条件２＞⾜元にフィットしない安全⻑くつでの歩⾏

転倒、つまずきのリスクが上がる︕

＜保全の状況＞
・管理所掌不明、未管理の階段（本設・仮設）が多く、保全ができていない。
・災害撲滅キャンペーンにより、段差、暗がりなどの不安全箇所を排除（夏季

︓613件、冬期︓734件）をしてきたが、未だに不安全箇所が残っている。

３．2020年度安全活動計画の評価



（２）2020年度熱中症災害の評価
ａ．症状の軽症化

・熱中症ルールの遵守、各企業毎の現場に応じた熱中症予防対策の取り組みにより、
2018年、2019年度は熱中症Ⅱ度以上が発⽣していたが、2020年度は熱中症Ⅱ度以上
の発⽣は無く、全てⅠ度以下であり、重症化には⾄っていない状況。

・各企業において作業に応じた⼯夫（空調服＋保冷剤併⽤、作業夜間シフト等）の実施。
・ERの積極的な利⽤。引き続き、利⽤促進をしていく。

ｂ． 暑熱順化の注意喚起
・休み明け（GW、お盆）や梅⾬明けの仕事の再開に合わせた、予防対策の確実な実施

について、注意喚起を発信したことが効果があった。
ｃ．新たな保冷剤の運⽤

・従来の約3倍冷却効果が継続する新型保冷剤を導⼊し、発症防⽌に効果があった。
・⼀⽅で、保冷剤の運⽤⾯で⼗分でないところがあったため、必要とする冷凍庫の台数

を増やし運⽤の改善を図る。
ｄ． 既往歴や持病のある作業員の配慮

・熱中症の既往歴や持病のある作業員の対策については、期中に企業毎の熱中症予防計
画書へ織り込んだ。次年度も同様に熱中症予防計画書へ反映し、予防に取り組む。

13３．2020年度安全活動計画の評価



14４．2021年度安全活動のアクションプラン

⾚字︓重点実施項⽬

分類 アクションプラン 2021年度の取組みの内容

１．安全意識の
  向上活動

①安全標語の応募・掲⽰、安全カレンダーの掲⽰
②安全イベント（安全総決起集会など）による安全意識の向上
③作業安全ハンドブック（2021年度）等の活⽤による安全ルールの遵守

２．安全管理の
  スキルアップ

①安全教育促進（熱中症予防勉強会、災害事例・情報の⽔平展開等）
②作業班⻑教育の強化（班⻑教育新カリキュラムの運⽤）
③危険感度向上をさせる教育の促進（災害事例ケーススタディ、CGやVR等
 映像コンテンツ採⽤による危険感度向上）

物的
対策

３．作業環境の
  改善活動

①現場ハザード情報（図⾯、写真）の⾒える化、ハザードの保全計画の検討
②安全総点検と災害撲滅キャンペーンによる危険箇所の排除
③災害撲滅に効果的な安全装備品の配備・促進（フルハーネス型墜落制⽌⽤
 器具、ゴーグル型保護メガネ、新型保冷剤、空調服、安全靴等）
④1 FOR ALL JAPANを活⽤した安全教育（災害再現CG等）環境の整備
⑤企業休憩所のOA化検討（2021年度は整備案の構築）

４．KYの改善
  活動

①現地KY活動の促進（予測できない危険箇所の抽出）
②社員の現場出向前のKY促進（社員災害の撲滅）

５．危険箇所の
  撲滅・５Ｓ

①安全パトロールで不安全箇所の排除活動
②安全事前評価（リスクアセスメント）の横断的なチェック・評価

６．独⾃の安全活
  動・コミュニ
  ケーション活動

①企業・グループ（社員）独⾃の安全活動計画の策定
②MOを通じたガバナンス強化（協⼒企業と当社⼀体となった現場管理の強化）
③⾃組織点検による各所管の安全管理指導、コミュニケーション活動

７．熱中症予防
  活動

①4⽉〜10⽉熱中症予防対策の強化（熱中症予防ルールの遵守等）
②元請企業ごとに熱中症予防計画書を作成、作業種ごとに熱中症管理を実施

⼈的
対策

管理的
対策
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熱中症予防対策（４⽉ 〜１０⽉）

５．2021年熱中症予防対策のアクションプラン
赤字：新ルール追加項目

方針 目的 対策（アクションプラン）
社員・協力企業への熱中症教育の実施

協力企業からの熱中症対策での教育内容確認

クールベスト・保冷剤着用の呼びかけ（ＷＢＧＴ値25℃以上）

熱順化の対応強化（作業時間の管理等）

情報掲示板・ポスター等での呼びかけ

クールベスト・新型保冷剤（Ｙ、Ｇゾーン）・冷蔵庫配備・管理、空調服促進（Ｇゾーン）

ＷＢＧＴ表示器、測定器及び表示器の配置

ＷＢＧＴ測定器・表示器（ソーラー式）及び時計の運用

救急医療室（ＥＲ）での応急治療・緊急移送体制の確保

給水車の配備・管理

熱中症管理者からの日々指導（体調管理、水分・塩分摂取、保冷剤着用等）

保冷剤着用と原則連続作業の規制
　①ＷＢＧＴ値２５～２８℃未満（警戒）　　　　　　　：２時間以下
　②ＷＢＧＴ値２８～３１℃未満（厳重警戒）～軽作業　：２時間以下
　③ＷＢＧＴ値２８～３１℃未満（厳重警戒）～重作業　：１時間以下
　④ＷＢＧＴ値３１℃以上（危険）　原則、作業中止（主管部による許可作業を除く）

協力企業の管理者による作業前の体調管理（体温、血圧、アルコールチェッカー実測）

協力企業の管理者による健康診断結果、熱中症含む既往歴確認と状況に応じた配慮

酷暑時間帯の原則作業禁止７／１～８／３１（14時～17時）

梅雨明け～９月末期間の全面マスク装着作業の管理強化（新規入所者、４０歳以上、熱中症既
往歴の作業員に配慮した作業計画を行い、安全管理者はその実績を確認

作業エリア毎のＷＢＧＴ値の確認と管理

「１Ｆの夏場作業（４月～10月）の経験がない作業員」の識別化、熱中症予防の徹底

作業前のフェースtoフェースの体調管理

天気予報の事前確認（ＷＢＧＴ値、温度変化）を確認し、温度変化が大きい場合は作業前に
作業員へ熱中症予防をさせる

各ゾーンに応じた身体的な負荷の少ない装備への変更推進

屋外作業時に日よけ使用の推奨

熱中症の意識向上
（教育）

熱中症教育の実施

熱中症予防対策
の周知

クールベスト・保冷剤
の着用と適切な休憩

熱中症の防止と
発症時

協力企業と一体となった
確実な熱中症予防

熱中症統一ルール
の徹底

作業環境の変更に伴う
身体負荷の軽減



６．福島第⼀原⼦⼒発電所の安全⽅針 16

東京電⼒ホールディングス株式会社
福島第⼀廃炉推進カンパニー
福島第⼀原⼦⼒発電所⻑

安全⽅針

２０２１年４⽉

と

社員と企業が⼀体となって

を⽬指します。

磯貝智彦

［２０２１年度の重点⽬標］
１．危険感度・安全意識の向上

（安全教育と現地KYの促進）
２．危険箇所の排除

（危険箇所の⾒える化と是正計画）

［⽬標とする⾏動］
１.危険感度・安全意識の向上

・社員、作業班⻑、新規作業員などへ危
険感度・安全意識の向上させるため、
安全教育を促進する。

・現地KYの推進を⾏い、これまで気が付
かなかった不安全箇所の抽出を⾏う。

２.危険箇所の排除
・災害撲滅キャンペーン、安全総点検、

各パトロール等で抽出された危険箇所
のうち、⽼朽化された設備などについ
て、計画的な保全計画を推進する。



【参考】2021年度の具体的な安全対策（⼈的要因の対策）

１．安全意識の向上活動
（１）安全標語の応募・掲⽰、安全カレンダーの掲⽰（継続）

ａ．安全標語
毎⽉テーマを定めた安全標語を応募し、安全意識の向上を図る。

ｂ．安全カレンダー
過去の災害情報を振り返れるよう安全カレンダーを作成、
朝礼、KY等で活⽤することにより安全意識の向上を図る。

（２）安全イベント（安全総決起集会など）による安全意識の向上（継続）
安全イベント（安全総決起集会、駅伝⼤会、綱引き⼤会等）の開催により、
無災害の宣⾔や社員と作業員の安全衛⽣・健康増進を図る。

（３）作業安全ハンドブック（2021年度）等の⾒直し
ａ．作業安全ハンドブック（2021年度）の配布（継続）

⾄近災害、ルール追加等を反映した「作業安全ハンドブック(2021年度)」
を作成し配布する。

ｂ．「⼯事監理の視点」冊⼦の改訂（新規）
⼯事監理のノウハウ（安全、HE、法令等）を整理し、2022年度配布に
向けて準備する。

17



【参考】2021年度の具体的な安全対策（⼈的要因の対策）
２．安全管理のスキルアップ

（１）安全教育の促進（継続）
［主な安全教育活動］
ａ．熱中症予防勉強会

・熱中症予防勉強会を開催し、熱中症のメカニズムや予防対策の知識を⾼める。
ｂ．災害事例・⽔平展開

・災害情報を伝わりやすく展開し、類似災害再発防⽌の⽔平展開を⾏う。
ｃ．災害ケーススタディによる勉強会

・重⼤災害等、原因と対策をまとめたケーススタディを実施することで
災害を「⾃分事」に置き換え、再発防⽌を図る。

18



19【参考】2021年度の具体的な安全対策（⼈的要因の対策）
（２）作業班⻑教育の強化（新カリキュラムの運⽤）（新規︓企業対象）

作業安全の要となる作業班⻑に対し、効果的な教育カリキュラムを採⽤することで、
安全管理のスキル向上を図る。
［主な新教育カリキュラム］

ａ．作業安全教育DVDの活⽤
作業安全教育DVDを活⽤したグループ討議（思考・発⾔型教育）へ移⾏する。

ｂ．災害再現CGの活⽤
災害事例を再現したCGを⽤い、災害の原因・対策、教訓の理解促進を図る。

ｃ．VR（バーチャルリアリティー）の活⽤
より「⾃分事」と認識できるよう、VRを導⼊し「怖さをリアルに体感」。

（３）危険感度向上をさせる教育の促進（新規）
映像コンテンツ （災害事例ケーススタディ、CGやVR等）を採⽤した、安全教育を開催し
危険感度の向上を図る。



作業班⻑教育① 教育⽤DVD映像を活⽤したグループ討議

【参考】2021年度の具体的な安全対策（⼈的要因の対策）

１．内容
安全管理者の推薦による、作業安全教育DVDを活⽤し、グループ討議による思考・発⾔型教育を
⾏う。

２．採⽤するグループ討議⽤DVD
（１）「労災かくし破滅への道」 １９分 建設安全協会
（２）第⼀巻「建設現場の安全指導５つのポイント」 １３分 映像研
（３）第⼆巻「建設現場の安全⼀⽇」 １５分 映像研
（４）第三巻「建設現場の危険予知（KY）活動 １３分 映像研
（５）⾮定常作業のリスク低減対策 １５分 映像研

20
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作業班⻑教育② 災害再現CG 〜感電災害の事例

【参考】2021年度の具体的な安全対策（⼈的要因の対策）

① ② ③

④ ⑤ ⑥

⑦ ⑧ ⑨



2021年度教材 災害再現CGコンテンツ（6コンテンツ）

22

①2014（H26）0328 1F掘削作業中の協力企業作業員の死亡災害 （T社）
②2014（H26）0930 1F新事務棟高圧受電盤内のケーブル端末作業における感電災害 （K社）
③2015（H27）0119 1F雨水受けタンク天板部からの元請社員の転落死亡災害 （A社土木）
④2015（H27）0120 2FHCW濃縮加熱缶点検の準備作業中に点検用治具に頭部をはさまれ死亡
⑤2015（H27）0808 1Fバキューム車挟まれ災害 （K社土木）
⑥2020（R2）0914 KK7号機タービン建屋地下１階グレーチング開口部からの墜落災害

作業班⻑教育② 災害再現CGのコンテンツ制作実績／計画

【参考】2021年度の具体的な安全対策（⼈的要因の対策）

◎企業・他サイトからのCG映像の閲覧化
・1 FOR ALL JAPANを活⽤し、他サイト、企業がCG等の映像を安全教育で活⽤しや
すいようにします。（PW管理）

・4⽉上旬から、https://1f-all.jp/閲覧開始予定です。
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１．VRによる作業災害の体感について
VR（仮想現実、バーチャルリアリティー）設備＊を活⽤し、墜落災害、巻き込まれ等の災害を体感（5感再現（視
覚＋聴覚＋触覚＋臭覚））出来るようにし、危険感受性を⾼める。

作業班⻑教育② VR（バーチャルリアリティー）導⼊による危険体験

【参考】2021年度の具体的な安全対策（⼈的要因の対策）



【参考】2021年度の具体的な安全対策（物的要因の対策）

３．作業環境の改善活動
（１）現場ハザード情報（図⾯、写真）の⾒える化、ハザードの保全計画の検討

ａ．現場ハザード情報のデータ化による⾒える化（新規）
現場のハザード情報（危険箇所、重要設備）を⾒える化（データを収集
⼀括管理、定期更新）し、作業前の危険箇所抽出に活⽤出来るようにする。

ｂ．保全計画の検討（新規）
現場ハザード情報から、保全の優先度を決め関係所管部と保全計画を
検討（実施時期、予算化等）する。

（２）安全総点検と災害撲滅キャンペーンの推進（継続）
作業場や安全通路の危険箇所および不良⼯具等の排除活動を⾏う。

（３）災害撲滅に効果的な安全装備品の配備（新規）
フルハーネス型墜落制⽌⽤器具、ゴーグル型保護メガネ、新型保冷剤、
社員向け空調服等を配備する。

→2021.4.1より運用開始

24



25【参考】2021年度の具体的な安全対策（物的要因の対策）
（４）1 FOR ALL JAPANを活⽤した安全教育（災害再現CG等）の環境整備（新規）

「1 FOR ALL JAPAN」を活⽤し映像コンテンツなどの閲覧を可能にし、
元請企業が事務所等で安全教育を実施しやすい環境を整える。

（５）企業休憩所のOA化検討
休憩所（⼤型休憩所、企業厚⽣棟、登録センター等）において実施している
朝礼やTBM-KYなど安全活動に必要なOA環境（モニター設置、LAN環境等）
を整備していく（2021年度は要望把握、整備計画案構築）。



【参考】2021年度の具体的な安全対策（管理的要因の対策）
４．KYの改善活動

（１）現地KY活動の促進（予測できない危険箇所の抽出）（新規）
各元請企業の現地KYを推進させる。
また⼯事監理員はKYにも積極的に参加する。

（２）社員の現場出向前のKY促進（社員災害の撲滅）（継続）
社員災害の撲滅を図るため、社員⾃⾝の現場出向前ならびに現地でのKY
を実施する。

５．危険箇所の撲滅・５Ｓ
（１）安全パトロールで不安全箇所の排除活動（継続）

企業合同パトロールなど、不安全箇所の排除活動、４Ｓ活動を推進する。

（２）安全事前評価（リスクアセスメント）の横断的なチェック・評価（継続）
安全重要度に応じた、安全事前評価を⾏う。
なお、安全管理重要度の⾼い⼯事においては安全事前評価会議を開催し、
所内横断的な評価を⾏う。

26



27【参考】2021年度の具体的な安全対策（管理的要因の対策）
６．独⾃の安全活動・コミュニケーション活動

（１）企業・グループ（社員）毎の安全活動の実施（継続）
企業各社、各グループ毎に安全活動計画を策定、確実に実⾏する。

①⽬標の設定（例 社員の災害0件と熱中症災害0件、KY参加◯回等）
②現地KYの促進
③現場出向前のKY実施（社員災害の撲滅）
④熱中症予防活動
⑤その他⾃グループや⾃社の状況に合わせた必要な取り組み

（２）協⼒企業と当社⼀体となった現場管理の強化（継続）
企業と当社が⼀体となった活動を通じて現場のガバナンス向上を図る。

（３）⾃組織点検による各所管の安全管理指導、コミュニケーション活動
災害実績のあった⼯事主管グループに対し、労働安全・防⽕Gが指導、助⾔を⾏う。



28【参考】2021年度の具体的な安全対策（管理的要因の対策）
７．熱中症予防活動

（１）熱中症予防対策の強化（継続）
「2021年熱中症予防対策のアクションプラン」に従って、熱中症防⽌の強化
を図る。（熱中症予防対策期間︓4⽉〜10⽉）

（２）元請企業ごとに熱中症予防計画書を作成（継続）
各元請企業は熱中症予防計画書を作成、⼯事主管部、労働安全・防⽕Gは内容を
レビューし実効性を確認する。
・特に既往歴や持病のある作業員に対して具体的な取り組みを反映させる

（作業内容、環境に応じた作業計画の⽴案、⼈員配置等）
・WBGT値31℃以上（原則作業中⽌）で作業を実施する場合の予防強化対策

については、当⽇作業内容や環境に応じた強化対策を個別に作成する。



29【参考】2020年度災害⼀覧表（１／６）
No 年⽉⽇ 件　　　　名 種別 場　　所 傷害程度 概　　　要 年齢 1F経験 作業

状況 主原因

1 2020/4/3
コンクリートミキサー⾞ホッパー出⼝
の受けバケツを取り外した際に左
指を負傷

その他 南護岸 不休

メガフロート津波等リスク低減対策⼯事におい
て、ミキサー⾞ホッパー出⼝の受けバケツを取り
外した際に重みでホッパー出⼝に左指をぶつ
け負傷

40代 6ヶ⽉ 本作業
中 ⼈

2 2020/4/15
現場パトロール中に、トラフ（側
溝）のグレーチングの隙間に右⾜
を踏み落とし負傷

その他 G3タンクエ
リア周辺 不休

タンクエリアの現場パトロール中に、トラフ（側
溝）のグレーチングの隙間に右⾜を踏み落と
し膝下を負傷

50代 1年11ヶ
⽉

本作業
中 ⼈

3 2020/4/21 当社⼯事監理員が落下してきたク
ランプに当たり負傷

⾶来・落
下

2号機ター
ビン建屋1
階松の廊
下　北側
エアロック

付近

軽傷Ⅱ
監視カメラ設置作業に従事していた作業員が
⼿を滑らせクランプを落とし下にいた別⼯事の
当社⼯事監理員に当たり負傷

30代 14年1ヶ
⽉

本作業
中 ⼈

4 2020/5/25
滞留⽔浮上油調査委託の作業
員が鉛遮へいマットの運搬中に転
倒

転倒・つま
ずき

プロセス主
建屋1階 不休 鉛遮へいマットの運搬中、通路部の配管上の

仮設ステップから降りる際、踏み外し転倒 30代 6ヶ⽉ 本作業
中 ⼈

5 2020/5/26 Ｇ4南エリアタンク設置⼯事の作業
員が体調不良

脱⽔症 G4南エリ
ア 不休

C-4タンクの内部底板溶接作業に従事してい
た作業員が現場から休憩所に向かう⾞中で
⽴ち眩みを訴えER⼊室

30代 49⽇ 作業後
発症 －

6 2020/6/1
Eエリアタンク他除却⼯事に従事し
ていた作業員が、クールベストに使
⽤したドライアイスで凍傷

その他 Eエリア 不休 クールベストに誤って直接ドライアイスを装着し
作業を⾏い、背中を凍傷 50代 5.5ヶ⽉ 本作業

中 管理



30【参考】2020年度災害⼀覧表（２／６）
No 年⽉⽇ 件　　　　名 種別 場　　所 傷害程度 概　　　要 年齢 1F経験 作業

状況 主原因

7 2020/6/11
資機材の積み込みにおいて、⽟掛
け作業を⾏っていた作業員が体調
不良

脱⽔症
旧事務本
館北側
ヤード

不休 資機材の積み込みにおいて、⽟掛け作業を
⾏っていた作業員が体調不良を訴えER⼊室 50代 6ヶ⽉ 本作業

中 －

8 2020/6/15 北側海岸保全⼯事の作業員が作
業中に体調不良 熱中症Ⅰ 敷地北側

海岸エリア 不休 擁壁中詰材敷均し作業を⾏っていた作業員
が⼿のしびれを訴えER⼊室 30代 9ヶ⽉ 本作業

中 －

9 2020/6/16 使⽤済燃料構内輸送作業の作
業員が作業中に体調不良

熱中症Ⅰ 共⽤プール
3階 不休

共⽤プール3階にて輸送容器蓋のメンテナンス
作業を実施していた作業員が体調不良を訴
えた

40代 8年11ヶ
⽉

本作業
中 －

10 2020/7/9 揚重監視作業に従事していた作
業員が体調不良 脱⽔症 2号機南

ヤード 不休
2号機南ヤード⼲渉物撤去⼯事にて、揚重
監視作業に従事していた作業員が体調不良
（息苦しさ）を訴えER⼊室

60代 4ヶ⽉ 本作業
中 －

11 2020/7/23
事務本館ゲートモニタ設置に伴う
建物改造⼯事における負傷者発
⽣について

はさまれ・
まきこまれ

事務本館
2階 不休

事務本館ゲートモニタ設置に伴う建物改造
⼯事において、天井の残材除去を⾏うため、
移動式室内⾜場の設置を⾏っていた際、作
業員の指が挟まれ負傷

40代 3ヶ⽉ 本作業
中 管理



31【参考】2020年度災害⼀覧表（３／６）
No 年⽉⽇ 件　　　　名 種別 場　　所 傷害程度 概　　　要 年齢 1F経験 作業

状況 主原因

12 2020/8/4
メガフロート津波等リスク低減対策
⼯事にて護岸ブロック製作作業後
に体調不良

熱中症Ⅰ ⼟捨場南
側 不休

１Fメガフロート津波等リスク低減対策⼯事で
の護岸ブロック製作作業を終え帰宅後に頭
痛、嘔吐およびめまい

30代 10⽇間 作業後
発症 －

13 2020/8/5
１Ｆ－1~4号機　多核種除去
設備運転管理他業務委託にてパ
トロール終了後、体調不良

熱中症Ⅰ
既設多核
種除去設
備建屋内

不休

パトロール終了後、既設多核種除去設備建
屋から退出する際、共同作業員が当該作業
員の体調が悪そうなのに気づき、声をかけた
が、その場に座り込んでしまった

30代 3年 作業後
発症 －

14 2020/8/18
増設雑固体廃棄物焼却設備本
体設置における脱⽔症について
(10/7確定)

脱⽔症
増設雑固
体廃棄物
焼却建屋

軽傷Ⅰ
増設雑固体廃棄物焼却設備本体設置⼯
事において、ケーブル布設の８の字取り作業
に従事していた作業員が体調不良

40代 3年6ヶ⽉ 作業後
発症 －

15 2020/9/8 8.5ｍ盤フェーシング⼯事における
災害発⽣について

転倒・つま
ずき ⼟捨て場 不休

フェーシング⼯事の構台撤去作業で発⽣した
鋼材を積み下ろす作業中、トラック荷台上に
てシート下の⾓材に左⾜を半掛かり状態で乗
せた際、左⾜⾸を内側に捻らせ負傷

40代 5年10ヶ
⽉ 本作業 管理

16 2020/9/9
協⼒企業作業員が3号機タービン
建屋にて⼯事管理業務中に体調
不良

熱中症Ⅰ
3号機

T/B建屋
下屋

不休 3号機R/B北東部他⾬⽔対策⼯事にて⼯
事管理業務を⾏っていた作業員が体調不良 40代 2ヶ⽉ 本作業

中 －



32【参考】2020年度災害⼀覧表（４／６）
No 年⽉⽇ 件　　　　名 種別 場　　所 傷害程度 概　　　要 年齢 1F経験 作業

状況 主原因

17 2020/9/16 新事務本館での階段の踏み外し
による左⾜捻挫

転倒・つま
ずき

新事務本
館3階⇒2
階 階段

不休
新事務本館東側階段で3階から2階に降りて
いた際、2階床⾯から2段上の階段を踏み外
し、左⾜を捻り負傷

20代 3年 準備作
業中 ⼈

18 2020/9/18 G4南エリアタンク基礎設置⼯事に
てコンクリート打設中に体調不良 熱中症Ⅰ G4南エリ

ア 不休
G4南エリアの内堰コンクリート打設作業を⾏っ
ていた作業員は、休憩所に向かうため⽴ち上
がった際に⽴ち眩みがしたため、ERを受診

30代 6ヶ⽉ 作業後
発症 －

19 2020/10/11
電気設備定例点検修理⼯事に
て、仮設電源ケーブルのルート変
更作業中に体調不良

熱中症Ⅰ
5、6号機
Ｃ/B建屋
B1FL

不休 仮設電源ケーブルのルート変更作業にて歩⾏
中に体調不良 30代 4年 本作業

中 －

20 2020/11/4
出⼊管理所検査エリアにて⾦属
探知機脇の携⾏品ローラーコンベ
アで右⼿中指を負傷

切れ・こす
れ

事務本館
出⼊管理
所検査エリ
ア

不休

1~4号機周辺防護柵設置に伴う事務本館
誘導⽴哨を⾏うため、1~4号機出⼊管理所
検査エリアの⾦属探知機を通過する際に、⾦
属探知機脇の携⾏品ローラーコンベアで右⼿
中指を負傷

20代 7ヶ⽉ 準備作
業中 ⼈

21 2020/12/22 電源ケーブル布設作業における右
⾜の負傷について

転倒・つま
ずき

2号機
T/B2階
（オペフ
ロ）

軽傷Ⅰ 建屋内照明設置⼯事にてケーブル布設作業
中、右⾜を捻り負傷 60代 44年 本作業

中 ⼈



33【参考】2020年度災害⼀覧表（５／６）
No 年⽉⽇ 件　　　　名 種別 場　　所 傷害程度 概　　　要 年齢 1F経験 作業

状況 主原因

22 2021/1/19
１Ｆ 1-4号機出⼊管理所出⼊
監視業務における額の負傷につい
て

転倒・つま
ずき

1-4号機
出⼊管理
所

不休

1-4号機出⼊管理所にて勤務中、椅⼦から
⽴ち上がる際、バランスを崩し転倒し前⽅に
設置してあるローラーコンベア端部に頭をぶつ
け額を負傷

50代 7年７ヶ⽉ 本作業
中 ⼈

23 2021/1/28
取り外した台⾞（トレーラー）のサ
ポートをトラック荷台に積みこむ際、
左⼿⼩指を挟み負傷

はさまれ・
まきこまれ

ろ過⽔タン
ク⻄側エリ
ア

不休

ろ過⽔タンク⻄側エリア整備業務委託にて、
台⾞（トレーラー）を移動するため、台⾞を
⽀えていたサポート（重量約35kg、⻑さ
1500mm）を取外しトラックの荷台に積みこ
む際、既に積み込んであったサポートとの間に
左⼿⼩指を挟んだ

40代 9年 本作業
中 管理

24 2021/2/2
多核種除去設備保守管理業務
終了後、装備交換所前で鉄板段
差に⾜をとられ転倒

転倒・つま
ずき

既設
ALPS装
備交換所
前

不休
多核種除去設備保守管理業務において、吸
着材交換作業後、装備交換所に向かう途
中、敷鉄板の間の段差に躓き転倒し負傷

50代 10年 作業後
発症 物

25 2021/2/26
フランジタンク解体作業中、タンク
側板フランジ部とボルトの間に左⼈
差し指を挟まれ負傷

はさまれ・
まきこまれ

Eタンクエリ
ア 不休

1-4号機　Eエリアタンク他除却⼯事におい
て、フランジタンク解体のため、ボルト間引き作
業中、タンクフランジ部とナットとの間に左⼈差
し指を挟み負傷

50代 4年1ヶ⽉ 本作業
中 ⼈



34【参考】2020年度災害⼀覧表（６／６）

以 上

No 年⽉⽇ 件　　　　名 種別 場　　所 傷害程度 概　　　要 年齢 1F経験 作業
状況 主原因

26 2021/3/9
復⽔脱塩装置⽤薬液抜き取り業
務委託にて硫酸配管切断時に硫
酸が⾶散し負傷

その他

5号機硫
酸、苛性
ソーダ貯槽
脇

不休
薬液抜き取り業務委託に従事していた作業
員2名が、硫酸配管切断時に硫酸が⾶散し
被災

40代 4年10ヶ
⽉

本作業
中 調査中

27 2021/3/9
復⽔脱塩装置⽤薬液抜き取り業
務委託にて硫酸配管切断時に硫
酸が⾶散し負傷

その他

5号機硫
酸、苛性
ソーダ貯槽
脇

不休
薬液抜き取り業務委託に従事していた作業
員2名が、硫酸配管切断時に硫酸が⾶散し
被災

40代 11ヶ⽉ 本作業
中 調査中



（厚労省ガイドラインへの対応状況）

東京電⼒ホールディングス株式会社

2021年4⽉27⽇

福島第⼀における作業員の健康管理について



１．福島第⼀における健康管理対策

１

・対 象：健康診断受診者(※）のうち、結果で「要精密検査」・「要治療」・「要治療継続」と判定された者
・内 容：上記対象者が医療機関を受診し、必要な者に対する就業措置等の対応が取られている

ことの確認

福島第一における作業員の健康管理対策として、各元請事業者及び東京電力が以下の確認を行う
仕組みを構築し運用中

＜経緯＞
・厚労省のガイドラインへの対応として、産業医科大学殿から頂いたご指導を具体的な達成

目標とし、各元請事業者の協力のもと、2016年7月（一部8月）より、当該運用を開始。
・当面、四半期毎に各元請事業者より管理状況報告を受けて確認することとしている。

（2016年度第２四半期の管理状況より、廃炉・汚染水対策チーム会合事務局会議で報告を実施）

・今回、2020年度第３四半期分（10～12月の健康診断）の管理状況及び第２四半期分以前の
フォローアップ状況を確認。 ⇒ 結果概要は2、3頁に記載。

【具体的な達成目標】
東京電力及び元請事業者により、関係請負人の作業員について、以下の５点が確実に実施されている状

態を実現させること
①定期的に必要な健康診断を全員が受けていることを確認
②健康診断の結果、治療または精密検査が必要とされた作業員が、医療機関を受診していることを確認
③医療機関を受診して治療が必要とされた作業員が、すくなくとも福島第一構内で働く間は、必要な治療

を継続していることを確認
④定期的な健康診断の結果に基づき、就業上の措置を含む対応が行われていること
⑤就業上の措置の実施状況が継続的に確認され、見直しが行われていること

※関係法令により、放射線業務従事者として従事を始めるとき及び、以降２回／年の頻度で健康診断を受けることが義務付けられている。上記の

各判定は、これらに基づく判定。



２

２．2020年度 第３四半期の健康診断に対する管理状況の取り纏め結果

⇒各元請事業者から適切に報告がなされ、各社が構築した仕組み
が有効に機能し、関係請負人での実施状況まで把握できる状態。

・期間中の健診受診者数は、合計5,205人で、そのうち、「要精密検査」は全体の8.7％の451人であった。
（「要精密検査」「要治療」「要治療継続」のいずれかの判定者は全体の24％の合計1,252人）

・「要精密検査」判定者の人数 ４５１人
対応状況 A（精密検査を受診し、必要な場合は ３１４人

事業者による就業措置まで完了）
B（現在、途中段階） ７５人
C（指導後も未受診） ６２人

・各元請事業者からの報告時点で、既に69％が精密検査を受診し必要な者に対する就業措置ま
で完了（A）の状況にあり、近く完了が見込める者（B）を含めると86％となった。
・各社とも構築した仕組みのもとで、指導、管理が適切に実施されている状況にある。
・指導後も未受診（C）と回答の14%は、次の2020年度第4四半期分報告時にその後の状況を確認する。

（２）「要精密検査」判定者への対応状況

第３四半期（１０～１２月）に実施の健康診断に対する管理状況の取り纏め結果

（１）健康診断受診及び結果の状況 ［集約の対象： ５１事業所 （元請事業者数４９社）］

注）人数は各社からの報告の単純集計であり、所属の異動や健康診断種別ごとにカウントしているケースなどによる重複もある。次ページも同じ。



３

３．2020年度 第２四半期分以前のフォローアップ状況

「要精密検査」判定者の人数 ２３５人

【 第２四半期報告当時 】 2020年11月

第２四半期分報告の「要精密検査」判定者への対応フォローアップ状況

【 フォローアップ状況報告時 】 2021年 2月

（健康診断受診後に間もなく退所した者等を除く）

⇒第２四半期報告時点で対応が完了していなかった対象者も継続した対応がなされ、今回のフォ
ローアップ報告時点で９９％まで完了（退所者等は除く集計）。残り１％（３人）も継続して確認していく。

2020年度 第１四半期分報告の「要治療」・「要治療継続」判定者への対応状況

⇒健康診断後の退所者を除き、全員が治療を開始、または治療継続中であることを確認。

（「要治療」・「要治療継続」者への対応状況については、次々四半期報告で報告を求める運用としている）

A （精密検査を受診し、必要な場合は １２１人
事業者による就業措置まで完了）

B （現在、途中段階） １０５人
C （指導後も未受診） ９人

A （精密検査を受診し、必要な場合は ２２９人
事業者による就業措置まで完了）

C （指導後も未受診） ３人


